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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮影されたカメラ画像から算出したフォーカス状態に関するパラメータに基づいて、フ
ォーカス調整の目標位置である適正フォーカス位置を決定する適正フォーカス位置決定部
と、
　フォーカス調整時にベース部材に対して回転可能なフォーカス調整用部材と、
　前記フォーカス調整用部材の前記ベース部材に対する摩擦トルクを制御するトルク制御
部と、
を備え、
　前記トルク制御部は、前記適正フォーカス位置において最大摩擦トルクをかけるように
、前記摩擦トルクの制御を行い、さらに、
　前記トルク制御部は、フォーカス調整の開始位置から前記適正フォーカス位置までのト
ルク変化率に比べて、前記適正フォーカス位置を通過した後のフォーカス調整の再開位置
から前記適正フォーカス位置までのトルク変化率が大きくなるように、前記摩擦トルクの
制御を行うことを特徴とするカメラ装置。
【請求項２】
　前記トルク制御部は、前記フォーカス調整を開始するときのボタンの押下から所定時間
が経過した後に、前記摩擦トルクを開放する制御を行うことを特徴とする請求項１に記載
のカメラ装置。
【請求項３】
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　撮影されたカメラ画像から算出したフォーカス状態に関するパラメータに基づいて、フ
ォーカス調整の目標位置である適正フォーカス位置を決定し、
　フォーカス調整時にベース部材に対してフォーカス調整用部材が回転されたときに、前
記フォーカス調整用部材の前記ベース部材に対する摩擦トルクを制御して、前記適正フォ
ーカス位置において最大摩擦トルクをかけるようにし、さらに、フォーカス調整の開始位
置から前記適正フォーカス位置までのトルク変化率に比べて、前記適正フォーカス位置を
通過した後のフォーカス調整の再開位置から前記適正フォーカス位置までのトルク変化率
が大きくなるように、前記摩擦トルクの制御を行うことを特徴とするフォーカス調整支援
方法。
【請求項４】
　前記フォーカス調整を開始するときのボタン押下から所定時間が経過した後に、前記摩
擦トルクを開放する制御を行うことを特徴とする請求項３に記載のフォーカス調整支援方
法。
【請求項５】
　コンピュータに、
　撮影されたカメラ画像から算出したフォーカス状態に関するパラメータに基づいて、フ
ォーカス調整の目標位置である適正フォーカス位置を決定する処理と、
　フォーカス調整時にベース部材に対してフォーカス調整用部材が回転されたときに、前
記フォーカス調整用部材の前記ベース部材に対する摩擦トルクを制御して、前記適正フォ
ーカス位置において最大摩擦トルクをかけるようにし、さらに、フォーカス調整の開始位
置から前記適正フォーカス位置までのトルク変化率に比べて、前記適正フォーカス位置を
通過した後のフォーカス調整の再開位置から前記適正フォーカス位置までのトルク変化率
が大きくなるように、前記摩擦トルクの制御を行うようにする処理と、
を実行させることを特徴とするフォーカス調整支援プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カメラ装置本体に設けられた発光部を用いてフォーカス調整作業の支援を行
う機能を備えたカメラ装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、施設や建物の天井や壁等に設置される監視用のカメラ装置として、バリフォーカ
ルレンズを用いた監視カメラが知られている。バリフォーカルレンズは、簡易的なズーム
レンズであり、ズーミングが行われたときにフォーカス調整が必要になる。このバリフォ
ーカルレンズのフォーカス調整は、レンズ鏡筒に設けられたフォーカスリングを手動で回
すことによって行うことができる（例えば特許文献１参照）。
【０００３】
　このようなバリフォーカルレンズを用いた監視カメラでは、カメラ画像を出力するモニ
タが監視カメラの設置場所から離れた場所（例えば監視モニタ室など）に設けられること
が多い。そのような場合、監視カメラの設置作業は、一般に、二人の作業者によって行わ
れる。例えば、監視カメラの設置場所で一人の作業者がフォーカス調整のためのカメラ操
作を行い、別の作業者がモニタを見てフォーカスが適正かどうかを確認する。
【特許文献１】特開平５－３２３４２２号公報（第３－４頁、第１図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、従来のフォーカス調整方法では、二人の作業者が共同してフォーカス調
整を行うので、フォーカスを正確に合わせることが容易でなく、設置作業に人手や手間が
かかるという問題があった。
【０００５】
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　そこで、このような設置作業に要する人手や手間を軽減するために、監視カメラの設置
作業を行う場合に、作業者が一人でフォーカス調整を行っている。具体的には、監視カメ
ラの設置作業を行う作業者が、携帯用の小型モニタを見てフォーカスが適正かどうかを確
認し、フォーカス調整を行っている。しかし、携帯用の小型モニタを用いてフォーカスを
正確に合わせたつもりでも、監視モニタ室などに設置された大型モニタの映像で確認する
とフォーカスボケが発生していることがあるという問題があった。
【０００６】
　本発明は、上記従来の問題を解決するためになされたもので、カメラ装置本体に設けら
れた発光部を用いてフォーカス調整作業の支援を行うことが可能であり、作業者が一人で
フォーカス調整を行うことが容易なカメラ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明のカメラ装置は、撮影されたカメラ画像から算出したフォーカス状態に関するパ
ラメータに基づいて、フォーカス調整の目標位置である適正フォーカス位置を決定する適
正フォーカス位置決定手段と、装置本体に設けられた発光部の発光状態を制御して、前記
適正フォーカス位置をユーザに報知する発光制御手段と、を備えた構成を有している。
【０００８】
　この構成により、撮影したカメラ画像に基づいて適正フォーカス位置が決定され、フォ
ーカス調整を行うときに発光部の発光状態を変化させて、適正フォーカス位置がユーザに
報知される。このように、装置本体の発光部を用いてフォーカス調整作業の支援が行われ
るので、作業者が一人で容易にフォーカス調整することができる。例えば、発光部の発光
状態によって適正フォーカス位置を確認することができるので、携帯用の小型モニタを用
いることなく作業者が一人でフォーカス調整を行うことができる。
【０００９】
　また、本発明のカメラ装置は、フォーカス調整時にベース部材に対して回転可能なフォ
ーカス調整用部材と、前記フォーカス調整用部材の前記ベース部材に対する摩擦トルクを
制御するトルク制御手段と、を備え、前記トルク制御手段は、前記適正フォーカス位置に
おいて最大摩擦トルクをかけるように、前記摩擦トルクの制御を行う構成を有している。
【００１０】
　この構成により、フォーカス調整用部材の摩擦トルクを変化させて、適正フォーカス位
置がユーザに報知される。この場合、適正フォーカス位置で最大摩擦トルクがかけられる
ので、フォーカス調整用部材を回転させたときの摩擦トルクの変化により、作業者が適正
フォーカス位置を感覚的に知ることができる。また、適正フォーカス位置で最大摩擦トル
クがかけられるので、フォーカス位置に合わせた後にフォーカス調整用部材がずれてしま
うのを抑制することができる。
【００１１】
　また、本発明のカメラ装置では、前記トルク制御手段は、フォーカス調整の開始位置か
ら前記適正フォーカス位置までのトルク変化率に比べて、前記適正フォーカス位置を通過
した後のフォーカス調整の再開位置から前記適正フォーカス位置までのトルク変化率が大
きくなるように、前記摩擦トルクの制御を行う構成を有している。
【００１２】
　この構成により、フォーカス調整の開始位置から適正フォーカス位置までフォーカス調
整用部材を回転させるときは、徐々に摩擦トルクが大きくなる。これにより、作業者は適
正フォーカス位置を事前に感知することができる。そして、適正フォーカス位置を通過し
た後、フォーカス調整の再開位置から適正フォーカス位置までフォーカス調整用部材を逆
回転させるときには、適正フォーカス位置において急に摩擦トルクが大きくなる。これに
より、作業者はフォーカス調整の目標位置をはっきり感知することができ、正確にかつ容
易にフォーカス調整を行うことができる。
【００１３】
　本発明のカメラ装置は、撮影されたカメラ画像から算出したフォーカス状態に関するパ
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ラメータに基づいて、フォーカス調整の目標位置である適正フォーカス位置を決定する適
正フォーカス位置決定手段と、フォーカス調整時にベース部材に対して回転可能なフォー
カス調整用部材と、前記フォーカス調整用部材の前記ベース部材に対する摩擦トルクを制
御するトルク制御手段と、を備え、前記トルク制御手段は、前記適正フォーカス位置にお
いて最大摩擦トルクをかけるように、前記摩擦トルクの制御を行う構成を有している。
【００１４】
　この構成により、撮影したカメラ画像に基づいて適正フォーカス位置が決定され、フォ
ーカス調整を行うときにフォーカス調整用部材の摩擦トルクを変化させて、適正フォーカ
ス位置がユーザに報知される。このように、摩擦トルクを制御することによってフォーカ
ス調整作業の支援が行われるので、作業者が一人で容易にフォーカス調整することができ
る。この場合、適正フォーカス位置で最大摩擦トルクがかけられるので、フォーカス調整
用部材を回転させたときの摩擦トルクの変化により、作業者が適正フォーカス位置を感覚
的に知ることができる。したがって、例えば、携帯用の小型モニタを用いることなく作業
者が一人でフォーカス調整を行うことができる。また、適正フォーカス位置で最大摩擦ト
ルクがかけられるので、フォーカス位置に合わせた後にフォーカス調整用部材がずれてし
まうのを抑制することができる。
【００１５】
　本発明のフォーカス調整支援方法は、撮影されたカメラ画像から算出したフォーカス状
態に関するパラメータに基づいて、フォーカス調整の目標位置である適正フォーカス位置
を決定し、装置本体に設けられた発光部の発光状態を制御して、前記適正フォーカス位置
をユーザに報知する。
【００１６】
　この方法によれば、撮影したカメラ画像に基づいて適正フォーカス位置が決定され、フ
ォーカス調整を行うときに発光部の発光状態を変化させて、適正フォーカス位置がユーザ
に報知される。このように、発光部を用いてフォーカス調整作業の支援が行われるので、
作業者が一人で容易にフォーカス調整することができる。例えば、発光部の発光状態によ
って適正フォーカス位置を確認することができるので、携帯用の小型モニタを用いること
なく作業者が一人でフォーカス調整を行うことができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明は、装置本体の発光部を制御して適正フォーカス位置をユーザに報知する発光制
御手段を設けることにより、装置本体に設けられた発光部を用いてフォーカス調整作業の
支援を行うことが可能であり、作業者が一人でフォーカス調整を容易に行うことができる
という効果を有するカメラ装置を提供することができるものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態のカメラ装置について、図面を用いて説明する。本実施の形
態では、バリフォーカルレンズを用いたドーム型の監視カメラ等の場合を例示する。監視
カメラは、施設や建物の天井や壁等に設置される監視用のカメラ装置である。
【００１９】
（第１の実施の形態）
　本発明の第１の実施の形態のカメラ装置の構成を、図１～図５を用いて説明する。図１
は、本実施の形態のカメラ装置の構成を示すブロック図である。図２は、カメラ装置の斜
視図であり、図３は、ドームカバーを取り外した状態のカメラ装置の斜視図である。また
、図４は、ドームカバーを取り外した状態のカメラ装置の側面図であり、図５は、ドーム
カバーを取り外した状態のカメラ装置の平面図である。
【００２０】
　図１～図５に示すように、カメラ装置１は、カメラ画像を撮影するための撮像素子２と
レンズ３を備えた装置本体４と、撮像素子２やレンズ３を保護するためのドームカバー５
を備えている。撮像素子２としては、ＣＣＤやＣＭＯＳ等の固体撮像素子が用いられる。
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また、レンズ３としては、例えばバリフォーカルレンズが用いられる。
【００２１】
　バリフォーカルレンズ３は、フォーカス調整を手動で行うためのフォーカスロックつま
み６と、ズーム調整を手動で行うためのズームロックつまみ７を備えている。フォーカス
ロックつまみ６は、フォーカス調整を行うときにフォーカスリング８を回転させるための
取手として用いられる（図７参照）。フォーカスリング８を光軸まわりに回転させると、
フォーカスリング８に保持されたレンズ３が光軸方向に沿って移動する。このフォーカス
ロックつまみ６を円周方向に（つまみ６の軸を中心にして）回転させることにより、フォ
ーカスリング８を押さえつける力を調整して、フォーカスリング８の光軸まわりの回転の
固定（ロック）と回転自在（ロック解除）を切替えることができる。ここでは、フォーカ
スリング８が、本発明のフォーカス調整用部材に相当する。
【００２２】
　バリフォーカルレンズ３は、電磁石ユニット９を備えており、フォーカスリング８の摩
擦トルクを制御できるように構成されている。本実施の形態では、レンズ３の外筒部材１
０と内筒部材１１との間にフォーカスリング８が設けられており、内筒部材１１は磁性体
材料で作られている。電磁石ユニット９への電圧を制御することによって、内筒部材１１
を磁力で外筒部材１０側へ引き付けることができる（図７参照）。例えば、電磁石ユニッ
ト９の磁力を強くして、外筒部材１０と内筒部材１１でフォーカスリング８を挟み込むこ
とにより、フォーカスリング８の摩擦トルクを上げることができる。
【００２３】
　また、装置本体４には、フォーカス調整を行うためのボタン１２と、適正フォーカス位
置をユーザに報知するためのＬＥＤ１３が設けられている。本実施の形態では、ＳＤカー
ド用のＬＥＤが、適正フォーカス位置を報知するためのＬＥＤ１３として兼用されている
。なお、ＳＤカード用との兼用ではなく、適正フォーカス位置の報知用のＬＥＤ１３が専
用で設けられても良いことはもちろんである。
【００２４】
　カメラ装置１は、撮像素子２で撮影されたカメラ画像からＡＦ値（空間周波数値の高域
成分）を算出するＡＦ値算出部と、このＡＦ値に基づいて適正フォーカス位置を決定する
フォーカス位置決定部を備えている。また、カメラ装置１は、ＬＥＤ１３の電圧制御を行
って適正フォーカス位置をユーザに報知するようにＬＥＤ１３の点灯状態を制御するＬＥ
Ｄ制御部と、電磁石ユニット９の電圧制御を行って適正フォーカス位置をユーザに報知す
るようにフォーカスリング８の摩擦トルクを制御するトルク制御部を備えている。これら
のＡＦ値算出部とフォーカス位置決定部とＬＥＤ制御部とトルク制御部は、例えばマイコ
ンで構成されている。ここでは、フォーカス位置決定部が、本発明の適正フォーカス位置
決定手段に相当する。また、ＬＥＤ制御部が、本発明の発光制御手段に相当し、トルク制
御部が、本発明のトルク制御手段に相当する。
【００２５】
　以上のように構成された第１の実施の形態のカメラ装置１について、図６～図８を用い
てフォーカス調整の動作を説明する。本実施の形態では、ＬＥＤ点灯制御と摩擦トルク制
御の両方が行われるが、ここでは、説明の便宜のため、それぞれの制御を別々に説明する
。
【００２６】
（ＬＥＤ点灯制御）
　まず、図６および図８を参照してＬＥＤ１３の点灯制御について説明する。図６（ａ）
は、フォーカス調整中のときのＬＥＤ１３の点灯状態を示す説明図であり、図６（ｂ）は
、適正フォーカス位置におけるＬＥＤ１３の点灯状態を行う様子を示す説明図である。ま
た、図８には、フォーカス調整時のボタン操作とＬＥＤ１３の点灯状態が示されている。
【００２７】
　カメラ装置１を設置場所である天井等に取り付けた後、作業者（ユーザ）はドームカバ
ー５を取り外した状態でフォーカス調整の作業を行う。図８に示すように、フォーカス調
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整を行うときに、装置本体４のボタン１２を押下すると、フォーカス調整の開始を報知す
るためにＬＥＤ１３が点灯する。この場合のＬＥＤ１３は数秒後（例えば１～２秒後）に
消灯する。このようなＬＥＤ１３の点灯（数秒後の消灯）は、フォーカス調整開始の報知
用の点灯であるともいえる。
【００２８】
　フォーカス調整が開始されると、撮像素子２で撮影されたカメラ画像からＡＦ値（空間
周波数値の高域成分）が算出され、そのＡＦ値が最大となるフォーカス位置が適正フォー
カス位置として決定される。そして、フォーカスロックつまみ６自体を左回りに回転させ
て、フォーカスリング８を押さえつけている力を緩める。その後、フォーカスロックつま
み６を摘んでフォーカスリング８を光軸まわりに（例えば、ＦＡＲ側からＮＥＡＲ側へ）
回転させると、その適正フォーカス位置に達したときに、適正フォーカス位置であること
を報知するためにＬＥＤ１３が点灯する。
【００２９】
　ユーザが適正フォーカス位置でフォーカスリング８の回転を止めた場合、つまり、適正
フォーカス位置に合わせることができた場合には、ユーザが再度ボタン１２を押下すると
、ＬＥＤ１３の点灯がすぐに消灯する。これにより、ユーザは、その調整位置が適正フォ
ーカス位置であることが分かる。したがって、このようなＬＥＤ１３の点灯（ボタン押下
に応じた消灯）は、適正フォーカス位置の報知用の点灯であるともいえる。
【００３０】
　一方、ユーザが適正フォーカス位置でフォーカスリング８の回転を止めなかった場合、
つまり、適正フォーカス位置を通過してしまった場合には、ユーザが再度ボタン１２を押
下すると、ＬＥＤ１３の点灯はすぐには消灯しないで数秒後（例えば１～２秒後）に消灯
する。これにより、ユーザは、その調整位置が適正フォーカス位置でないことが分かる。
【００３１】
（摩擦トルク制御）
　つぎに、図７および図８を参照して摩擦トルク制御について説明する。図７（ａ）は、
フォーカス調整中のときの摩擦トルク状態を説明する図であり、図７（ｂ）は、適正フォ
ーカス位置における摩擦トルク状態を説明する図である。また、図８には、フォーカス調
整時の摩擦トルク状態が示されている。
【００３２】
　図８に示すように、装置本体４のボタン１２の押下によって、フォーカス調整が開始さ
れると、撮像素子２で撮影されたカメラ画像からＡＦ値が算出され、そのＡＦ値が最大と
なるフォーカス位置が適正フォーカス位置として決定される。
【００３３】
　そして、適正フォーカス位置で摩擦トルクが最大になるように、摩擦トルクの制御が行
われる。この場合、フォーカス調整の開始位置から適正フォーカス位置までは、摩擦トル
クが徐々に変化するように摩擦トルク制御が行われる。図８の例では、適正フォーカス位
置の左側には、摩擦トルクが略一定の割合で徐々に増加する坂のような勾配が形成されて
いる。
【００３４】
　そして、適正フォーカス位置では、最大摩擦トルクがかけられる。したがって、ユーザ
がフォーカスリング８を回転させるときの摩擦抵抗が適正フォーカス位置で最も大きくな
り、ユーザは感覚的に適正フォーカス位置を知ることができる。ユーザは適正フォーカス
位置を確認した後、フォーカスロックつまみ６自体を右回りに回転させ、フォーカスリン
グ８を押さえつけることにより、フォーカスリング８の光軸まわりの回転を固定する。
【００３５】
　また、適正フォーカス位置での摩擦トルクが最も大きいため、ユーザが適正フォーカス
位置でフォーカスリング８の回転を止めた場合には、その後に、フォーカスリング８の位
置が小さな外力を受けてずれてしまうのを防止することができる。特に、フォーカスリン
グ８を固定する際にフォーカスロックつまみ６を回すときに、調整したフォーカス位置が



(7) JP 4958812 B2 2012.6.20

10

20

30

40

50

ずれてしまうことを防止することができ、有効である。
【００３６】
　フォーカスロックつまみ６を回してフォーカスリング８を固定した後は、トルク制御部
１７により電磁石ユニット９の電圧制御を停止してフォーカスリング８の摩擦トルクを開
放し、カメラ装置本体の消費電力を抑える。なお、電磁石ユニット９の電圧制御を停止す
るタイミングは、例えば、フォーカス調整する際のボタン１２の押下によりタイマー（図
示せず）を起動させ、タイムアウト（例えば２分経過）した時点とする。
【００３７】
　適正フォーカス位置でフォーカスリング８の回転を止めなかった場合には、フォーカス
調整の開始位置とは反対側（図８の例では、適正フォーカス位置の右側）からフォーカス
調整を再開する。フォーカス調整の再開位置から適正フォーカス位置までは、摩擦トルク
が急激に変化するように摩擦トルク制御が行われる。図８の例では、適正フォーカス位置
の右側には、摩擦トルクが急激に増加する壁のような勾配が形成されている。
【００３８】
　したがって、ユーザが、フォーカス調整の再開位置から適正フォーカス位置までフォー
カス調整用部材を逆回転させるときには、適正フォーカス位置において急激に摩擦トルク
が大きくなる。このように、適正フォーカス位置の反対側には、摩擦トルクの急勾配（壁
）が形成されているので、ユーザは感覚的に適正フォーカス位置をはっきり感知すること
ができる。
【００３９】
（被写界深度調整）
　本実施の形態のカメラ装置１を設置する場合には、被写界深度調整が行われる。以下、
この被写界深度調整について説明する。
【００４０】
　従来の監視カメラでは、監視カメラの設置作業の際、昼間など明るい環境の下でフォー
カス調整が行われた場合、アイリス（絞り）が閉じるので、被写界深度が深くなり、フォ
ーカスの位置が多少ずれていてもフォーカスボケは発生しない。ところが、夜になった場
合やスモーク等の遮光性のあるドームカバーが取り付けられた場合は、フォーカス調整し
た時と比較して監視カメラの撮像素子に入射される光量が低下する。その状態では、アイ
リスが開いているので被写界深度が浅くなり、フォーカスの位置が少しずれているだけで
フォーカスボケが発生してしまうという問題があった。
【００４１】
　本実施の形態では、カメラ装置１の設置作業の際にドームカバー５を取り外した状態で
フォーカス調整を行うときにアイリスを開いた状態にする。このように被写界深度を浅く
した状態（アイリスを開いた状態）で、上述のフォーカス調整を行う。そして、フォーカ
ス調整が完了した後に、ドームカバー５を取り付ける。
【００４２】
　本実施の形態では、被写界深度を浅くした状態でフォーカス位置が調整されるので、夜
やスモーク等の遮光性のあるドームカバーが取り付けられることにより監視カメラの撮像
素子に入射される光量が低下したとしても、フォーカスボケの発生を抑制することができ
る。なお、アイリスを開放し、被写界深度を浅くするのは、装置本体４のボタン１２を押
下することで行われる。
【００４３】
　このような本発明の第１の実施の形態のカメラ装置１によれば、装置本体４のＬＥＤ１
３の点灯状態を制御して適正フォーカス位置をユーザに報知することにより、フォーカス
調整作業の支援を行うことが可能であり、作業者が一人でフォーカス調整を容易に行うこ
とができる。特に、監視カメラを設置する場所は高所であり、小型モニタを使うことなく
、両手で微妙なフォーカス調整を行うことができるのは、作業者の安全面の観点からも有
効である。
【００４４】
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　すなわち、本実施の形態では、撮影したカメラ画像に基づいて適正フォーカス位置が決
定され、フォーカス調整を行うときにＬＥＤ１３の発光状態を変化させて、適正フォーカ
ス位置がユーザに報知される。このように、装置本体４のＬＥＤ１３を用いてフォーカス
調整作業の支援が行われるので、作業者が一人で容易にフォーカス調整することができる
。例えば、ＬＥＤ１３の発光状態によって適正フォーカス位置を確認することができるの
で、携帯用の小型モニタを用いることなく作業者が一人でフォーカス調整を行うことがで
きる。
【００４５】
　また、本実施の形態では、フォーカスリング８の摩擦トルクを変化させて、適正フォー
カス位置がユーザに報知される。この場合、適正フォーカス位置で最大摩擦トルクがかけ
られるので、フォーカスリング８を回転させたときの摩擦トルクの変化により、作業者が
適正フォーカス位置を感覚的に知ることができる。また、適正フォーカス位置で最大摩擦
トルクがかけられるので、フォーカス位置に合わせた後にフォーカスリング８がずれてし
まうのを抑制することができる。
【００４６】
　この場合、フォーカス調整の開始位置から適正フォーカス位置までフォーカスリング８
を回転させるときは、徐々に摩擦トルクが大きくなる。これにより、作業者は適正フォー
カス位置を事前に感知することができる。そして、適正フォーカス位置を通過した後、フ
ォーカス調整の再開位置から適正フォーカス位置までフォーカスリング８を逆回転させる
ときには、適正フォーカス位置において急に摩擦トルクが大きくなる。これにより、作業
者はフォーカス調整の目標位置をはっきり感知することができ、正確にかつ容易にフォー
カス調整を行うことができる。
【００４７】
（第２の実施の形態）
　次に、本発明の第２の実施の形態のカメラ装置１について、図９を用いて説明する。こ
こでは、第２の実施の形態のカメラ装置１が、第１の実施の形態と相違する点を中心に説
明する。すなわち、ここで特に言及しない限り、第２の実施の形態のカメラ装置１の構成
や動作は、第１の実施の形態と同様である。
【００４８】
　ここでは、まず、第２の実施の形態のカメラ装置１の構成について説明する。本実施の
形態のカメラ装置１は、適正フォーカス位置をユーザに報知するためのＬＥＤが二つ設け
られている点で、第１の実施の形態と相違する。図９に示すように、本実施の形態では、
ＮＥＡＲ側とＦＡＲ側に二つのＬＥＤ２０、２１が設けられている。本実施の形態では、
適正フォーカス位置の報知用の二つのＬＥＤ２０、２１が専用で設けられている。なお、
このＬＥＤ２０、２１が、他の目的のためのＬＥＤ（例えばＳＤカード用のＬＥＤ）と兼
用されてもよいことはもちろんである。
【００４９】
　以上のように構成された第２の実施の形態のカメラ装置１について、図９を用いてその
動作を説明する。本実施の形態のカメラ装置１の動作は、二つのＬＥＤ２０、２１を用い
てＬＥＤ点灯制御を行う点で、第１の実施の形態と相違する。
【００５０】
（ＬＥＤ点灯制御）
　図９を参照してＬＥＤ２０、２１の点灯制御について説明する。図９（ａ）は、フォー
カス調整中のときのＬＥＤ２０、２１の点灯状態を示す説明図であり、図９（ｂ）は、適
正フォーカス位置におけるＬＥＤ２０、２１の点灯状態を行う様子を示す説明図である。
【００５１】
　図９に示すように、フォーカス調整を行うときに、装置本体４のボタン１２を押下する
と、フォーカス調整の開始を報知するためにＬＥＤ２０、２１が点灯する。この場合、一
方のＬＥＤ２０（例えば、ＮＥＡＲ側のＬＥＤ２０）のみが点灯（図では斜線で図示した
）し、そのＬＥＤ２０が数秒後（例えば１～２秒後）に消灯する。このようなＬＥＤ２０
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の点灯（一方のＬＥＤ２０のみ点灯、数秒後の消灯）は、フォーカス調整開始の報知用の
点灯であるといる。また、この場合、フォーカス調整を行うときにフォーカスリング８を
回転させる方向（例えばＮＥＡＲ方向）を示すＬＥＤ２０が点灯する。つまり、フォーカ
ス調整を行うときの回転方向をユーザに案内する案内用の点灯であるともいえる。
【００５２】
　フォーカス調整が開始されると、撮像素子２で撮影されたカメラ画像からＡＦ値（空間
周波数値の高域成分）が算出され、そのＡＦ値が最大となるフォーカス位置が適正フォー
カス位置として決定される。そして、フォーカスロックつまみ６自体を左回りに回転させ
て、フォーカスリング８を押さえつけている力を緩める。その後、フォーカスロックつま
み６を摘んでフォーカスリング８を光軸まわりに（例えば、ＮＥＡＲ側へ）回転させると
、その適正フォーカス位置に達したときに、適正フォーカス位置であることを報知するた
めにＬＥＤ２０、２１が点灯する。この場合、二つのＬＥＤ２０、２１がともに点灯する
。
【００５３】
　ユーザが適正フォーカス位置でフォーカスリング８の回転を止めた場合、つまり、適正
フォーカス位置に合わせることができた場合には、ユーザが再度ボタン１２を押下すると
、二つのＬＥＤ２０、２１の点灯がすぐに消灯する。これにより、ユーザは、その調整位
置が適正フォーカス位置であることが分かる。したがって、このようなＬＥＤ２０、２１
の点灯（ボタン押下に応じた消灯）は、適正フォーカス位置の報知用の点灯であるともい
える。
【００５４】
　一方、ユーザが適正フォーカス位置でフォーカスリング８の回転を止めなかった場合、
つまり、適正フォーカス位置を通過してしまった場合には、ユーザが再度ボタン１２を押
下すると、他方のＬＥＤ２１（例えば、ＦＡＲ側のＬＥＤ２１）のみが点灯し、そのＬＥ
Ｄ２１が数秒後（例えば１～２秒後）に消灯する。これにより、ユーザは、その調整位置
が適正フォーカス位置でないことが分かる。また、この場合には、フォーカス調整を行う
ときにフォーカスリング８を回転させる方向が、ＦＡＲ方向であることが分かる。
【００５５】
　このような本発明の第２の実施の形態のカメラ装置１によっても、第１の実施の形態と
同様の作用効果が奏される。
【００５６】
　以上、本発明の実施の形態を例示により説明したが、本発明の範囲はこれらに限定され
るものではなく、請求項に記載された範囲内において目的に応じて変更・変形することが
可能である。
【産業上の利用可能性】
【００５７】
　以上のように、本発明にかかるカメラ装置は、装置本体に設けられた発光部を用いてフ
ォーカス調整作業の支援を行うことが可能であり、作業者が一人でフォーカス調整を容易
に行うことができるという効果を有し、バリフォーカルレンズを用いた監視カメラ等とし
て有用である。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】第１の実施の形態におけるカメラ装置のブロック図
【図２】第１の実施の形態のカメラ装置の斜視図
【図３】ドームカバーを外した状態のカメラ装置の斜視図
【図４】ドームカバーを外した状態のカメラ装置の側面図
【図５】ドームカバーを外した状態のカメラ装置の平面図
【図６】フォーカス調整時のＬＥＤの点灯状態を説明するための図
【図７】フォーカス調整時の摩擦トルクの状態を説明するための図
【図８】フォーカス調整時のボタン操作、ＬＥＤ点灯、摩擦トルク、ＡＦ値の関係を示す
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図
【図９】第２の実施の形態におけるフォーカス調整時のＬＥＤ点灯の制御を説明するため
の図
【符号の説明】
【００５９】
　１　カメラ装置
　２　撮像素子
　３　レンズ
　４　装置本体
　６　フォーカスロックつまみ
　８　フォーカスリング
　９　電磁石ユニット
　１０　外筒部材
　１１　内筒部材
　１２　ボタン
　１３　ＬＥＤ
　１４　ＡＦ値算出部
　１５　フォーカス位置決定部
　１６　ＬＥＤ制御部
　１７　トルク制御部
　２０　ＬＥＤ
　２１　ＬＥＤ
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